



































































（3）  Berry, C. H. et al.［7］p.733.
（4）  Kauder, L. M.［10］p.489.





































（6）  Caves, R. E.［8］pp.4-5. Caves は，① 公 共 財（public goods），② 機 会 主 義（opportunism），③ 不 確 実 性
（uncertainty）の観点から，無形資産の特殊性について考察している。






































（9）  アメリカ合衆国における第四の方法とその導入に関しては，Eden, L.［9］が詳しい。









































（Base Erosion and Profit Shifting：税源浸食と利益移転）プロジェクトを立ち上げている。
居波（2014）によれば，それは「経済実態と課税実態の乖離を防止する方策を，戦略的かつ
分野横断的に検討し，国際的に協調された対応を促すもの」である（13）。また，2013年には，
「税源浸食と利益移転への対応（Addressing Base Erosion and Profit Shifting）」が公表さ
れ，そのなかで「BEPSの多くは･･･（中略）･･･税率の低い国･地域に利益を移転すること
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〔抄　録〕
本稿では，国際取引の公正性の観点から，OECD移転価格対策の今後のあり方を模索し
ている。OECD移転価格対策が求める関連者間取引と非関連者間取引のパリティを広義的
に解釈すると，非関連者間取引では生じないが，関連者間取引では起こるような問題の解
決も試みるべきであり，本稿ではそれを国際取引の公正であると考えている。
近年では，国際的な租税回避が深刻化するなかBEPSプロジェクトが進められており，
それとの関係からOECD移転価格対策の目的が，租税回避の防止であるように認識される
ようであるが，租税回避はそれぞれの国の課税権に関わる問題なので，その防止には各国
が取り組むべきであり，OECDが関わる問題ではないと考えられる。
それに対して，経済的二重課税は，各国が租税回避の防止を目的に移転価格税制を適
用した結果生じる問題であり，国家間では解決がなかなか難しいと言えよう。そこで，
OECD移転価格対策は，国際取引の公正性の観点から，経済的二重課税の回避に取り組む
べきであり，相互協議をOECDが仲裁することがその手段として期待される。
